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〇昭和元年～昭和 32年 

 組織・統計調査その他の統計事業 関連事項 

昭和元年（1926）   

昭和２年 10 月 労働統計実地調査実施（第
１回は大正 13 年内務省で実施、以
後３年ごとに実施） 

 

昭和３年  12月 東京統計協会、全国統計大会開催 
 

 

   

昭和５年 10 月 昭和５年国勢調査実施 ９月 国際統計協会第 19回大会を東京で開催 
（⇒統計図書館ミニトピックス№ 29「統計学者にして国会議員 柳澤保恵の

功績！」） 
第２回国勢調査記念切手（筆者所蔵） 

 
 
 
 
  

（⇒統計図書館ミニトピックス№23「第

２回国勢調査はいつなのか？」） 

 

第 19回国際統計協会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 

 

 

 

 

 

【写真】：第十九回国際統計協会会議記念写真帖（国立国会図書館デジタ

ルコレクション） 

昭和５年国勢調査に使用した複式自
動分類集計機 
 
 
 
 
 
 

 
 

【写真】：総務省統計局ＨＰ（国勢調査

のあゆみ） 

昭和６年  
９月 家計調査を再開 

４月 日本統計学会創立 
９月 満州事変 

昭和７年  ５月 五・一五事件 

   

昭和 10 年 10月 昭和１０年国勢調査実施 １月 北海道庁官制・地方官官制改正（統計事務は総務部の所
管に） 
 

 

 

昭和 11 年  ２月 二・二六事件 

開会式 
見本 

 
見本 

 

昭和 10 年
国勢調査
ポスター 

【写真】：総務
省統計局ＨＰ
（国勢調査の
あゆみ） 

【一口メモ】 
・東洋初の国
際統計協会大
会が東京で開
催される 



 組織・統計調査その他の統計事業 関連事項 

昭和 12 年 ７月 生計費指数資料実地調査開
始（８月分から 12年７月を 100 と
する生計費指数を公表） 

 

昭和 13 年 ２月 昭和１３年臨時労働統計実
地調査実施 
４月 食料品移動状況調査開始
（１年間） 

５月 国家総動員法施行 

昭和 14 年 ６月 賃金毎月調査を労働統計毎
月実地調査と改称 
８月 昭和１４年臨時国勢調査実
施（国民消費に関する調査） 

９月 第二次世界大戦 

昭和 15 年 ６月 昭和１５年臨時労働及技術
統計実地調査実施 

 

10月 昭和１５年国勢調査実施 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

昭和 16 年 ６月 労働統計実地調査を拡充
し、労働技術統計調査と改称 
11 月 労働統計毎月実地調査を労
働統計毎月調査と改称 

12月 太平洋戦争 

昭和 17 年 11月 内閣統計局は（企画院の外局）
統計局に 

 

昭和 18 年 11月 統計局、企画院廃止により再
び内閣統計局に 

 

昭和 19 年 ２月 昭和 19年人口調査実施 
４月 労働技術統計調査、労働統
計毎月調査を廃止し、年次勤労統
計調査、毎月勤労統計調査、特別
勤労統計調査（昭和 20年 10 月廃
止）を開始 
５月 昭和 20 年家計調査中止に
（翌 21年家計調査も中止に） 

７月 東京統計協会、統計学社と合併して財団法人大日本統
計協会に 

昭和 20年（1945） ２月 昭和 20 年国勢調査中止に 
８月 生計費指数資料実地調査一
時中止（12月に再開） 
11 月 昭和 20年人口調査実施 

８月 太平洋戦争終結 
８月 連合国軍最高司令部（ＧＨＱ）が設置される 
10月 国際連合発足 

昭和 21 年 （統計調査関係）⇒別掲 
７月 閣議了解により、内閣に「統
計制度改善に関する委員会」が置
かれる（8月 24日に第１回会議が
開かれる） 
10 月 統計制度改善に関する委員
会第 2 回総会で「統計制度改善に
関する件」を決定し、内閣総理大
臣に答申する 
11 月 「日本国憲法公布に際して
の政府声明」が発せられ、統計制
度の整備が謳われる 
11 月「統計制度改善に関する緊急
処置要綱」が閣議で了解される 
12 月 米国第 1 次統計使節団が来
日する（団長、統計基準部長ライ
ス、副団長、統計基準部次長スタ
ッブ） 

11月 日本国憲法公布（昭和 22年５月施行） 
○日本国憲法・御署名原本 
 
 
 
 
 
 

    
【画像】：国立公文書館デジタルアーカイブ 
 
⇒別掲（統計調査関係） 
４月 昭和 21年人口調査実施 
７月 消費者価格調査開始 
８月 消費者物価指数を作成開始（フィッシャー式） 
９月 労働力調査開始 
12月 家賃調査（消費者価格調査附帯）開始（昭和 24年 10月まで） 
  

昭和 15 年
国勢調査
ポスター 

【写真】：総務
省統計局ＨＰ
（国勢調査の
あゆみ） 

【一口メモ】 
・統計制度の
再建に向け
た取組がス
タート 

https://www.digital.archives.go.jp/DAS/pickup/view/viewer/viewerArchives/0000000003


 

 

 

 組織・統計調査その他の統計事業 関連事項 

昭和 21年（1946） 

（つづき） 

12 月「統計委員会官制」が公布、
施行され、内閣に統計委員会が設
置され、事務局が置かれる 

●旧統計法・御署名原本（昭和 22年法律第 18号） 

   
【写真】：国立公文書館デジタルアーカイブ 

昭和 22 年 

 

１月 米国第 1 次統計使節団長ラ
イスが「日本の統計組織に関する
第一報告書」を総司令部へ提出 
 
３月 統計法公布（5月 1日施行） 
５月 総理庁設置（内閣統計局は
総理庁統計局に） 
７月 「地方統計整備要綱」閣議決定 

10月 昭和 22年臨時国勢調査実施 
10月 第１回事業所統計調査実施 

昭和 23 年 ８月 住宅調査(後の住宅統計調
査）開始 

第１回日本統計年鑑 

 

【写真】：統計図書館所蔵 

 

昭和 24年 ６月 総理府設置（総理庁統計局
は総理府統計局に） 
●月 第１回日本統計年鑑刊行
（⇒総務省統計局ＨＰ（「日本統計年鑑」

120回の歩み）） 

シャウプ使節団、日本の税制
に関する報告書（シャウプ勧
告）を提出（翌年の税制改正
に反映） 

昭和 25年 ６月 小売物価統計調査開始 
10月 昭和 25年国勢調査実施 
12月 第１回全国統計大会 

６月 朝鮮戦争勃発 

●旧小売物価統計調査規則（府令）【官報】   ●昭和二十五年国勢調査令（政令）【官報】 

  

昭和 26年 10 月 個人商工業経済調査（後の
個人企業経済調査）開始 

９月 サンフランシスコ平和条約締結（昭和 27 年４月発効）
→連合国による占領が終結、日本は主権回復 
９月 日米安全保障条約締結 

昭和 27年 ５月 「人口推計月報」創刊 
５月 統計報告調整法公布（８月
21日施行） 

８月 統計委員会廃止、行政管理庁に統計基準部と統計審議
会設置 
12月 経済統計に関する国際条約公布 

昭和 28年 ８月 研究機関基本統計調査(後
の科学技術研究調査）開始 
 

 

昭和 29 年 １月 「住民登録人口移動報告」
(後の住民基本台帳人口移動報告）
作成開始 

 

昭和 30 年 10月 昭和 30年国勢調査実施 昭和 30 年国勢調査に使用し
た電子管式分類機 

 

【写真】：総務省統計局ＨＰ（国勢

調査のあゆみ） 

 

昭和 31 年 就業構造基本調査開始 12月 日本、国際連合に加盟  

昭和 32 年  ８月 行政管理庁統計基準部、同庁統計基準部局に 

【画像】：国立国会図書館

デジタルコレクション 

【一口メモ】 
・統計法が制
定され、国勢
調査は同法に
基づき実施さ
れることに 


